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 本論文は、序論と結論の他、全 5 章から構成されている。各章はさらに各節に分けられ
ているが、ここでは各章の標題のみを掲げ、各節の標題は省略する。 
 
序論  問題の所在 
第1章 「自己決定権」の新たな展開 
 －Bowers v. Hardwick と Lawrence v. Texas の比較検討－ 
第 2 章 アメリカ憲法学における「自己決定権」の意義 
     －プライバシー権から「自己決定権」への論理的展開－ 
第 3 章 アメリカ憲法学における「自己決定権」の保護範囲 
第 4 章 アメリカ憲法学における「自己決定権」の保護理論 
     －実体的デュー・プロセス理論の展開－ 











定権」理論を見る上で 2003 年の合衆国最高裁の Lawrence 判決が重要であると捉え、以下
の章で同判決の詳細な分析とそこに至る判例理論の変化を検証し、かつ関連する学説を検
討することを述べ、本研究の前提として先行する研究について紹介する。 
第 1 章の内容: 第 1 章は本論文における問題提起の章であり、主として Lawrence 判決と













 第 2 章の内容: 第 2 章は第 1 章で提示した三点の課題の中で第一の「自己決定権」の意
義について詳細に論究する。これまで「自己決定権」は私的な生活領域に限定されるとさ
れてきたが、Lawrence 判決は公的な生活領域をも含む問題としても考慮したとする。その
ために本章では Lawrence 判決に至るまでの 1965 年の Griswold v. Connecticut, 381 U.S. 
479（1965）（以下、Griswold 判決という）、1972 年の Eisenstadt v. Baird, 405 U.S. 438
（1972）(以下、Eisenstadt 判決という)、1973 年の Roe v. Wade, 410 U.S. 113（1973）（以
下、Roe 判決という）の諸判例を素材に分析する。まず、Griswold 判決において夫婦の避妊
の自由が憲法上の権利として認められたことに触れる。 




























Lawrence 判決と同様である。また、ランディ E. バーネットはルーベンフェルドの見解を
更に進めて「自由の推定理論」を提唱したことを述べる。 




























－Lawrence v. Texas を中心として－ 
(平成 22 年 1 月 7 日) 修士論文 創価大学 
○ アメリカ憲法における「自己決定権」 
－Bowers v. Hardwick と Lawrence v. Texas の比較検討－ 
(平成 22 年 12 月 25 日) 創価大学大学院紀要第 32 集 
○ アメリカ憲法学におけるプライバシー権の展開 
(平成 24 年 12 月 21 日) 創価大学大学院紀要第 34集 
○ アメリカ憲法学における「自己決定権の保護範囲」 
－Lawrence v. Texas を契機として － 












































の意義、保護範囲、保護理論について問題提起している。それを受けて以下の第 2 章、第 3
















 審査委員会は平成 25年 11月 26日に学位請求者に対して本論文および語学の確認に関す
る最終試験を行った。審査委員からは本論文の執筆に至った動機、本論文の要旨、今後の
研究課題に関する質問がなされた。そして、改めてアメリカ憲法学では使用されていない
「自己決定権」の言葉を使用することの妥当性についての質問があった。更には本論文で
用いられている私的な領域と公的な領域の概念、「人格的関係性」の概念について説明が求
められた。学位請求者はこれらの質問に対して的確で詳細な説明を行い、了承された。 
 また、語学に関する確認については、本論文自体がテーマとしてアメリカ憲法学を素材
としており、アメリカ憲法学における諸論文及び合衆国最高裁の判決の原文を参照してい
ること、また、ドイツの憲法学の論文、連邦憲法裁判所の判決の原文を参照していること
から十分に能力を有していると判定した。 
 最終試験によって審査委員会は委員全員の意見として、学位請求者の上田宏和氏に対し、
博士(法学)の学位を授与することが相当であると判断した。 
 
 
